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1. 事業者の名称及び住所 
 

事業者の名称  ：公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

代表者の氏名  ：会長 十倉 雅和 

事務所の所在地 ：大阪市住之江区南港北一丁目 14 番 16 号 

 

図書作成の受託者 

株式会社 パスコ 

代表取締役社長 高橋 識光  

東京都目黒区下目黒一丁目７番１号 

 

2. 対象事業等の名称、目的及び内容 
2.1 事業の名称等 

事業の名称  ：2025 年日本国際博覧会 堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場 

事業の種類  ：駐車施設（2,000 台以上）の設置 

事業計画の位置：堺市堺区築港八幡町地内及び匠町地内（図 2.2.1～図 2.2.2 参照） 

 

2.2 事業計画 

事業計画の概要は、表 2.2.1 に示すとおりである。 

 

表 2.2.1 事業計画の概要※ 

項 目 概 要 

立
地
場
所
の
概
要 

位 置 堺市堺区築港八幡町地内及び匠町地内 

区域面積 約91,000m2 

用途地域 工業専用地域 

地区計画 堺市南部大阪都市計画築港八幡地区地区計画（一部の範囲） 

施
設
の
概
要 

主要用途 駐車施設 

駐車台数 約2,000台 

供用予定期間 2025年４月から2025年10月まで 

想定来場者数 万博会場： 

約2,820万人(日来場者22.7万人/日) 

事業計画地（堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場）： 

約2,000台/日 

※ 実施計画書時点から、駐車台数を2,300台から約2,000台に、回転率を1.23から1.0に見直した。 

※ 数値は現時点の想定であり、今後の検討により変更となる可能性がある。 
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図 2.2.1 事業計画地位置図（1/2） 

  

S=1：250,000 

関西国際空港 

2025 年日本国際博覧会会場

事業計画地 

堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場予定地 

堺市 

大阪市 

神戸空港 

舞洲万博Ｐ＆Ｒ駐車場予定地 

事業計画地 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。) 

尼崎万博Ｐ＆Ｒ駐車場予定地 
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図 2.2.2 事業計画地位置図（2/2） 

  

S=1：50,000 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。) 
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(1) 施設配置計画 

施設配置は、現況地形・施設等を活かした平面構造とし、図 2.2.3 に示す計画とした。 

 

 

※ 配慮計画書以降の検討で、事業計画地の範囲を一部変更した。 

 

図 2.2.3 全体施設配置計画図 

 

 

(2) 交通計画 

事業計画地から万博会場まで輸送するＰ＆Ｒシャトルバスルート、事業計画地へ来場及び退場

する施設利用車両の主要走行ルートは、三宝ＩＣを左折する北回りルートと三宝ＩＣ南側の臨港

道路を経由する南回りルートとの適切な分担について、関係機関との協議の結果、図 2.2.4 及

び図 2.2.5 に示すとおりとした。 

Ｐ＆Ｒシャトルバスは、湾岸舞洲ＩＣから三宝ＩＣまでの区間の阪神高速４号・５号湾岸線を

走行するルートと、三宝ＩＣから事業計画地までの区間については、来場方向は南回りルート、

退場方向は北回りルートを走行することとした。また、施設利用者車両の来場・退場における主

要走行ルートは、阪神高速４号湾岸線や６号大和川線を利用して三宝ＩＣへアクセスし、三宝Ｉ

Ｃから事業計画地までの区間については北回りルートへ誘導することとした。 

 

  

面積=約 9.1ha  駐車台数=約 2,000 台 

面積=約 5.7ha  駐車台数=約 1,000 台 

面積=約 3.4ha 

駐車台数=約 1,000 台 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。) 

 

事業計画地 

臨港道路 第１駐車場 

第２駐車場 

築
港

八
幡

８
号

線
 

匠町北 築港八幡５号線 

海とのふれあい広場 

J-GREEN 堺 

堺浜一号公園 
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※ 主要走行ルートは、関係機関との協議の結果、本図面に示すとおりとした。 

 

図 2.2.4 事業計画地位置及び施設利用車両等の主要走行ルート図（1/2） 

 

S=1：100,000 

堺 2 区 

阪神高速湾岸線 

三宝ＩＣ 

三宝 JCT 

Ｐ＆Ｒシャトルバスルート 

（事業計画地⇔万博会場） 

2025 年日本国際博覧会会場

舞洲万博Ｐ＆Ｒ駐車場予定地 

事業計画地 

（堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場予定地） 

施設利用車両の主要走行ルート 

（事業計画地への来場及び退場）

（高速道路） 

（一般道路） 

（高速道路） 

（一般道路） 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。)

（事業計画地周辺は次図参照） 

尼崎万博Ｐ＆Ｒ駐車場予定地 
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※ 主要走行ルートは、関係機関との協議の結果、本図面に示すとおりとした。 

・Ｐ＆Ｒシャトルバス：来場方向は南回りルート、退場方向は北回りルートを走行 

・施設利用車両：来場・退場方向ともに北回りルートへ誘導 

 

図 2.2.5 Ｐ＆Ｒシャトルバス及び施設利用車両の主要走行ルート図（2/2） 

第２駐車場 

海山町７丁 

交差点 

松屋大和川通 

４丁交差点 

三宝出入口 

三宝ランプ前 

交差点 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。)

施設利用車両 

事業計画地 

退場方向 

来場方向 

S=1：25,000 

回転場 

4 車線 

2 車線 

2 車線 

4 車線 

2 車線 

堺 2 区

第２駐車場 

海山町７丁 

交差点 

松屋大和川通 

４丁交差点 

三宝出入口 

三宝ランプ前 

交差点 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。)

Ｐ＆Ｒシャトルバス 

来場方向 

事業計画地 

退場方向 S=1：25,000 

回転場 

4 車線 

2 車線 

2 車線 

4 車線 

2 車線 

2 車線 4 車線 

堺 2 区 
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2.3 事業の目的 

(1) 2025 年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）の開催 

本事業は、国際博覧会条約に基づき、2025 年に大阪府大阪市において開催される「2025 年日

本国際博覧会」の会場外にパークアンドライド駐車場（Ｐ＆Ｒ駐車場）を設置するものである。 

2025 年日本国際博覧会（以下「大阪・関西万博」と言う。）は、『いのち輝く未来社会のデ

ザイン』をテーマとしている。このテーマは、人間一人ひとりが、自らの望む生き方を考え、

それぞれの可能性を最大限に発揮できるようにするとともに、こうした生き方を支える持続可

能な社会を、世界が共創していくことを推し進めるものである。 

また、本万博は、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」にて記載された 2030 年までの国際目標である「持続可能な開発目標（SDGs）」の達

成に貢献するものである。 

さらに、本万博は、その会場を「未来社会の実験場」として、新たな技術やシステムを実証

する場と位置づけることで、多様なプレーヤーによるイノベーションを誘発し、それらを社会

実装していくための巨大な装置としていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)2025 年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）基本計画（2020 年 12 月 公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会） 

※1：Society5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と

社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。具体的には、IoT（モノのインターネット）、AI（人工知能）、

ロボティクス、ビッグデータ等の先端技術を活用して様々な世界的な課題を解決する超スマート社会の実現を目指す日本

の国家的な取組である。 

 

図 2.3.1 大阪・関西万博の事業構成 

※1 
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(2) 輸送計画 

大阪・関西万博の想定来場者数 2,820 万人の円滑な来場を実現するために、鉄道・道路・海路・

空路等の既存交通インフラを最大限活用したアクセスルートを計画している。各アクセスルート

のバランスのとれた利用を図るため、ICT を活用し、各種誘導施策を展開するとともに、適切な

ルートや混雑状況等の情報を提供する。 

また、大阪府内の企業へ時差出勤やテレワークの活用を呼びかけ、ピーク時間帯の交通負荷の

軽減を図るとともに、鉄道やシャトルバスへの乗換が安全・円滑にできるよう、MaaS※2等の新し

い技術を積極的に取り入れながら、関係機関・事業者等と連携して混雑の解消に取り組む。 

一般の自家用車については、会場から概ね 15km 圏内に設ける万博Ｐ＆Ｒ駐車場でバスに乗り

換えるパークアンドライド（Ｐ＆Ｒ）方式を採用し、夢洲への乗り入れは、原則として禁止し、

会場周辺の交通混雑を回避する。万博Ｐ＆Ｒ駐車場の配置については、万博来場者の出発地の分

布や来場ルート等から、舞洲、尼崎、堺の３箇所に設置した。会場となる夢洲には、障がい者用

駐車場、団体バス、駅シャトルバス、Ｐ＆Ｒシャトルバス及びタクシー等の乗降空間となる交通

ターミナルを設置した。 

なお、愛知万博の実績を踏まえると、来場者は会期終盤に集中し、輸送機関のかなりの負荷増

大が想定される。このことから、入場券販売において、会期前半の料金割引入場券の販売等によ

る需要平準化策を実施することとしており、これらの平準化策を実施すると日来場者数は当初想

定していた 28.5 万人※3 から２割低減する 22.7 万人※4 と想定され、この値をベースに来場者輸

送等の検討がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※2：MaaS：Mobility as a Service の略。地域住民や旅行者一人一人の個々の移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以

外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス。観光や医療等の目的地における交通

以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となる。 

※3：開催期間のうち上位１割の平均日来場者数。 

※4：令和 5 年 6 月に入場チケットの券種及び価格が確定したことに伴い、日来場者数を 22.9 万人から 22.7 万人に見直した。 

(出典)「大阪・関西万博来場者輸送具体方針（アクションプラン）第５版」（2024 年 12 月、2025 年日本国際博覧会来場者輸送

対策協議会） 

 

図 2.3.2 輸送手段別想定来場者数 
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2.4 工事計画 

2.4.1 工事工程 

現況はほぼ平地であり、整備にあたり大規模な掘削工事や盛土工事は行わなかった。通路等を

一部舗装し、乗降場や待合所・トイレ、管理運営施設等を整備するとともに、雨水排水施設の設

置のため既存アスファルトの撤去等を行った。会期終了後には舗装及び施設等の撤去を行い現状

復旧する。本事業の全体工程は概ね表 2.4.1、建設工事の工程は表 2.4.2 に示すとおりである。 

 

表 2.4.1 堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場の工事工程表 

工事内容 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

建設工事      

開催・供用期間      

解体工事（撤去・復旧）      

※    は今回の事後調査報告範囲 

 

表 2.4.2 建設工事の工事工程表 

主要工種 
2024 年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 

準備工           

           

第１駐車場           

 既設撤去工           

 基盤造成工（路床盛土工等）           

 舗装工（アスファルト舗装）           

 付帯施設工           

           

第２駐車場           

既設撤去工           

基盤造成工（路床盛土工等）           

舗装工（アスファルト舗装）           

付帯施設工           

 

 

2.4.2 工事用車両走行ルート 

基本とする交通経路は、図 2.4.1 に示すとおりである。工事用車両は、主として阪神高速と幹

線道路を使用するとともに、三宝ＩＣ付近から事業計画地までの区間については、関係機関との

協議の結果、三宝ＩＣを左折する北回りルートを走行することとした。 
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※ 工事用車両の主要走行ルートは、関係機関との協議の結果、本図面に示すとおりとした。 

・阪神高速や幹線道路を利用して三宝ＩＣ付近へアクセス 

・三宝ＩＣ付近から事業計画地までの区間は北回りルートを走行 

 

図 2.4.1 工事用車両の主要走行ルート 

S=1：25,000 

工事用車両の主要走行ルート（高速道路） 

工事用車両の主要走行ルート（一般道路） 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。)
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2.5 環境保全のための措置 

本事業による環境保全措置を表 2.5.1～表 2.5.6 に示す。 

 

表 2.5.1 環境保全措置(1/6) 

区分 環境保全措置の方針 環境保全措置の内容 

大気質 

・低公害バスの導入 

・万博会場と事業計画地を往復するＰ＆Ｒシャトルバス

は、国の低排出ガス認定を受けた新車の導入など低公害

型の車種を採用し、適切に点検・整備を実施する。ま

た、加速・減速の少ない運転やアイドリングストップな

ど運転手へのエコドライブの励行、回送の少ない効率的

な運行を行う。 

・駐車場内における施設利用

車両の環境負荷の低減 

・駐車場内の施設利用車両に対して、アイドリングストッ

プの推進、空ぶかし防止等を呼びかける。 

・施設利用車両に対して案内看板等により敷地内を適切に

誘導する。 

・ 施設利用車両に対して駐車マスの一部に自家用車向け充

電器を設置する。 

・施設利用車両の交通量の抑

制・分散 

・公共交通機関の利用の呼びかけや、施設利用車両に関し

ては最寄りの阪神高速出口の利用を推奨し、推奨出口を

利用した来場者の駐車料金を相対的に引き下げる等のイ

ンセンティブを検討する。 

・ 予約時に万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ

＆Ｒシャトルバスの乗車時刻を登録することにより、時

間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

る等、交通量の抑制・分散を図る。 

・建設機械の稼働や工事用車

両の走行における環境負荷

の低減 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の排ガス対策型の

車種を採用し、適切に点検・整備を実施する。 

・工事の効率化・平準化により、工事用車両台数の削減、

建設機械の同時稼働や高負荷運転の回避に努める。 

・工事用車両の走行や建設機械の稼働にあたっては、過積

載の防止、積み荷の安定化、空ぶかしの禁止、アイドリ

ングストップの遵守等、適切な運行・施工を指導する。 

・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道

路の状況、住居の立地状況等に配慮し、効率的で環境負

荷が小さくなるよう、計画的な運行管理を行う。 

騒音 

・低公害バスの導入 

・万博会場と事業計画地を往復するＰ＆Ｒシャトルバス

は、国の低排出ガス認定を受けた新車の導入など低公害

型の車種を採用し、適切に点検・整備を実施する。ま

た、加速・減速の少ない運転やアイドリングストップな

ど運転手へのエコドライブの励行、回送の少ない効率的

な運行を行う。 

・駐車場内における施設利用

車両の環境負荷低減 

・駐車場内の施設利用車両に対して、アイドリングストッ

プの推進、空ぶかし防止、低速走行等を呼びかける。 

・施設利用車両に対して案内看板等により敷地内を適切に

誘導する。 

・ 施設利用車両に対して駐車マスの一部に自家用車向け充

電器を設置する。 
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表 2.5.2 環境保全措置(2/6) 

区分 環境保全措置の方針 環境保全措置の内容 

騒音 

・施設利用車両の交通量の抑

制・分散 

・公共交通機関の利用の呼びかけや、施設利用車両に関し

ては最寄りの阪神高速出口の利用を推奨し、推奨出口を

利用した来場者の駐車料金を相対的に引き下げる等のイ

ンセンティブを検討する。 

・ 予約時に万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ

＆Ｒシャトルバスの乗車時刻を登録することにより、時

間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

る等、交通量の抑制・分散を図る。 

・建設機械の稼働や工事用車

両の走行における環境負荷

の低減 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の低騒音型の車種

を採用し、適切に点検・整備を実施する。 

・工事の効率化・平準化に努め、工事用車両台数の削減、

建設機械の同時稼働や高負荷運転の回避に努める。 

・工事用車両の走行や建設機械の稼働にあたっては、過積

載の防止、積み荷の安定化、制限速度の遵守、空ぶかし

の禁止、アイドリングストップの遵守等、適切な運行・

施工を指導する。 

・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道

路の状況、住居の立地状況等に配慮し、効率的で環境負

荷が小さくなるよう、計画的な運行管理を行う。 

振動 

・低公害バスの導入 

・万博会場と事業計画地を往復するＰ＆Ｒシャトルバス

は、国の低排出ガス認定を受けた新車の導入など低公害

型の車種を採用し、適切に点検・整備を実施する。ま

た、加速・減速の少ない運転やアイドリングストップな

ど運転手へのエコドライブの励行、回送の少ない効率的

な運行を行う。 

・駐車場内における施設利用

車両の環境負荷低減 

・駐車場内の施設利用車両に対して、アイドリングストッ

プの推進、空ぶかし防止、低速走行等を呼びかける。 

・施設利用車両に対して案内看板等により敷地内を適切に

誘導する。 

・車両乗り入れ時の振動抑制 
・施設利用車両及び工事用車両の出入口は、可能な限り段

差を低減し、振動の発生抑制に努める。 

・施設利用車両の交通量の抑

制・分散 

・公共交通機関の利用の呼びかけや、施設利用車両に関し

ては最寄りの阪神高速出口の利用を推奨し、推奨出口を

利用した来場者の駐車料金を相対的に引き下げる等のイ

ンセンティブを検討する。 

・ 予約時に万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ

＆Ｒシャトルバスの乗車時刻を登録することにより、時

間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

る等、交通量の抑制・分散を図る。 

・建設機械の稼働や工事用車

両の走行における環境負荷

の低減 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の低振動型の車種

を採用し、適切に点検・整備を実施する。 

・工事の効率化・平準化により、工事用車両台数の削減、

建設機械の同時稼働や高負荷運転の回避に努める。 

・工事用車両の走行にあたっては、過積載の防止、積み荷

の安定化、制限速度の遵守等、適切な運行を指導する。 

・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道

路の状況、住居の立地状況等に配慮し、効率的で環境負

荷が小さくなるよう、計画的な運行管理を行う。 
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表 2.5.3 環境保全措置(3/6) 

区分 環境保全措置の方針 環境保全措置の内容 

土壌汚染 

・関連法令に基づく、工事着

手前の関係機関との協議、

手続きの実施 

・大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく要届出管

理区域内において土地の形質変更をする場合は、同条例

第 81 条の 13 に基づき、土地の形質の変更に着手する日

の 14 日前までに、当該土地の形質の変更の種類、場

所、施行方法及び着手予定日その他規則で定める事項を

堺市長に届け出る。 

・ 土壌汚染対策法施行規則第 25 条、大阪府生活環境の保

全等に関する条例施行規則第 48 条の 27 で定義する土地

の形質変更が 3,000 ㎡以上となる場合、以下の手続き等

を行う。 

・ 土壌汚染対策法第 4 条第 1項に基づき、土地の形質

の変更に着手する日の 30 日前までに、土地の形質

の変更の場所及び着手予定日その他環境省令で定め

る事項を堺市長に届け出る。 

・ 大阪府生活環境の保全等に関する条例第 81 条の 5

第 1 項に基づき、土地の形質の変更に着手する日の

30 日前までに、土地における過去の管理有害物質

の使用の状況その他の規則で定める事項について調

査し、その結果を堺市長に報告する。 

・上記法例に基づく適切な対

応（汚染土壌が確認された

場合） 

・土壌の飛散等の防止 

・土壌の掘削に際しては、適宜散水を行う等、土砂の飛散

防止に努める。 

・工事用車両の出場にあたっては、タイヤ等洗浄を実施

し、付着した土壌の事業計画地からの持ち出しを防止す

る。 

・ 地表面は舗装等を行い、供用中の土砂への接触・飛散防

止を図る。 

光害 

・適切な照明配置 
・駐車場内の照明は、直接光が敷地外へ届かない配置等を

検討する。 

・漏れ光の抑制 
・必要に応じて、遮光ルーバー付照明を設置することで、

周辺への照射が最小限となるように配慮する。 

陸域 

生態系 

・走光性昆虫類の誘引抑制に

配慮した照明施設の設置 

・走光性昆虫類の誘引抑制に配慮した照明施設とするた

め、施設利用の安全性を確保しつつ、周辺への照射が最

小限となる照明の配置や照度、点灯時間及び遮光ルーバ

ー付き照明灯の設置等を検討する。 

・生物の生息・繁殖環境に配

慮した工事計画 

・移動性が低い昆虫類の重要種であるツシマヒメサビキコ

リ、ジュウサンホシテントウについては、工事着手前に

あらためて現地調査を実施し、捕獲された個体を場外で

生息が確認された場所へ移動させる等の対策を行う。ま

た、存置可能な草地は出来る限り保全する。 

・ コチドリやケリの営巣時期に配慮し、工事工程の調整を

行うとともに、工事着手直前に営巣有無の確認を行い、

発見された場合は営巣区域への立ち入りを禁止する。 
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表 2.5.4 環境保全措置(4/6) 

区分 環境保全措置の方針 環境保全措置の内容 

人と自然

との触れ

合い活動

の場 

・建設機械の稼働による影響

の低減 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の環境対策型の車

種を採用し、適切に点検・整備を実施する。 

・必要に応じて工事区域の周囲に仮囲いを設置し、事業計

画地に隣接する人と自然との触れ合い活動の場への排ガ

ス、騒音等の影響低減に努める。 

・工事用車両の走行による影

響の低減 

・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道

路の状況、人と自然との触れ合い活動の場へのアクセス

状況等を踏まえ、影響が小さくなるよう、計画的な運行

管理を行い、必要に応じて警備員の配置を行う。 

・レクリエーション利用が多

い時期・時間帯への配慮 

・工事の効率化・平準化に努め、工事用車両台数をできる

限り削減し、レクリエーション利用が多い時期・時間帯

に配慮した施工計画とする。 

・ 工事期間中に生物共生型護岸で観察会等が行われる場合

には、建設機械の稼働や工事用車両の場内走行について

事前に主催者と調整を行い、利用の安全性を確保する。 

・人と自然との触れ合い活動

の場へのアクセスに対する

影響の低減 

・ ホームページ等で、道路の渋滞状況や施設の利用状況を

リアルタイムで確認でき、事前予約できるシステムの導

入を検討する。 

・ 事業計画地を利用する車両の出入に関しては、交通誘導

員等による適切な誘導を行い、周辺道路の渋滞をできる

限り生じさせないように配慮する。 

・ 予約時に万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ

＆Ｒシャトルバスの乗車時刻を登録することにより、時

間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

る等、交通量の抑制・分散を図る。 

・ 生物共生型護岸の周辺は、施設利用車両の走行・駐車を

行わない計画であるが、施設の供用中に観察会等のイベ

ントが開催できるように門扉等を設置し、アクセスを確

保する。 

地球環境 

（地球温

暖化） 

・低公害バスの導入 

・万博会場と事業計画地を往復するＰ＆Ｒシャトルバス

は、国の燃費基準を達成した新車の導入など低公害型の

車種を採用し、適切に点検・整備を実施する。また、加

速・減速の少ない運転やアイドリングストップなど運転

手へのエコドライブの励行、回送の少ない効率的な運行

を行う。 

・駐車場内における施設利用

車両の環境負荷の低減 

・駐車場内の施設利用車両に対して、アイドリングストッ

プの推進、空ぶかし防止等を呼びかける。 

・施設利用車両に対して案内看板等により敷地内を適切に

誘導する。 

・ 施設利用車両に対して駐車マスの一部に自家用車向け充

電器を設置する。 

・駐車場施設の環境負荷の低

減 

・ 駐車場照明灯は、利用者の安全性、快適性を確保できる

効率的な配置・点灯時間とし、消費電力を抑えられるＬ

ＥＤ灯を採用する。 

・ 管理運営施設は、省エネ型の空調機器、電灯等を採用

し、適切な機器運転に努める。 
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表 2.5.5 環境保全措置(5/6) 

区分 環境保全措置の方針 環境保全措置の内容 

地球環境 

（地球温

暖化） 

・施設利用車両の交通量の抑

制・分散 

・公共交通機関の利用の呼びかけや、施設利用車両に関し

ては最寄りの阪神高速出口の利用を推奨し、推奨出口を

利用した来場者の駐車料金を相対的に引き下げる等のイ

ンセンティブを検討する。 

・ 予約時に万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ

＆Ｒシャトルバスの乗車時刻を登録することにより、時

間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

る等、交通量の抑制・分散を図る。 

・建設機械の稼働や工事用車

両の走行における環境負荷

の低減 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の排ガス対策型の

車種を採用し、適切に点検・整備を実施する。 

・工事の効率化・平準化により、工事用車両台数の削減、

建設機械の同時稼働や高負荷運転の回避に努める。 

・工事用車両の走行や建設機械の稼働にあたっては、過積

載の防止、積み荷の安定化、空ぶかしの禁止、アイドリ

ングストップの遵守等、適切な運行・施工を指導する。 

・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道

路の状況、住居の立地状況等に配慮し、効率的で環境負

荷が小さくなるよう、計画的な運行管理を行う。 

廃棄物等 
・建設発生材の減量化や再資

源化等の適切な処理の実施 

・「建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律」等の

関係法令に基づき、発生抑制・減量化・リサイクルにつ

いて適切な措置を講じる。 

・掘削土は、可能な限り場内の埋戻し土として利用し、建

設発生土の発生抑制を図る。 

・ 施設は、可能な限りリース品等を活用し、廃棄物の発生

抑制を図る。 

・掘削時に埋設廃棄物が存在した場合は、「廃棄物の処理

及び清掃に関する法律」等に基づき、適正に処分する。 

・ 最新の「建設リサイクル推進計画」（国土交通省）が掲

げる再資源化率等の目標を達成するように努める。 
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表 2.5.6 環境保全措置(6/6) 

区分 環境保全措置の方針 環境保全措置の内容 

安全 

（交通）

・施設（駐車場）の出入口で

の警備員の配置 

・工事用車両や施設利用車両の出入口付近には、誘導員を

適宜配置し、交通事故の防止に努める。 

・夜間や休日には工事関係者以外の者が工事現場に立ち入

らないように出入口に施錠する等の対策を講じる。 

・施設利用車両の交通量の抑

制・分散 

・公共交通機関の利用の呼びかけや、施設利用車両に関し

ては最寄りの阪神高速出口の利用を推奨し、推奨出口を

利用した来場者の駐車料金を相対的に引き下げる等のイ

ンセンティブを検討する。事業計画地周辺には、施設利

用車両を適切に誘導する案内看板や誘導員を適切に配置

する。 

・ 予約時に万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ

＆Ｒシャトルバスの乗車時刻を登録することにより、時

間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

る等、交通量の抑制・分散を図る。 

・施設利用車両の適切な誘導 

・事業計画地周辺には、施設利用車両を適切に誘導する案

内看板や誘導員を適切に配置する。 

・ 駐車場内においては施設利用車両を奥から埋めていくな

ど、車両と歩行者が交錯しない運用を検討する。 

・施設利用車両の速度超過抑

制 

・駐車場周辺や駐車場内を走行する施設利用車両に対し

て、制限速度の遵守を呼びかける。 

・工事用車両の計画的な運行

管理 

・工事の効率化・平準化に努め、工事用車両台数をできる

限り削減する。 

・工事用車両の走行に関しては、走行ルートや制限速度の

遵守等、適切な運行を指導する。 
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3. 事後調査計画の内容 
3.1 事後調査の方針 

本事業の実施が事業実施区域周辺の環境に及ぼす影響について、調査、予測及び評価を行った

結果、環境の現況を著しく悪化させることはないものと考える。 

ただし、本事業の実施による環境への影響の予測及び環境保全措置の不確実性の補完、環境保

全措置の実施状況や効果の確認を行うため、事後調査を行う計画とする。 

事後調査の結果、事業の実施により顕著な環境影響があると認められた場合には、堺市の関係

機関と協議の上、適切に対応するものとする。 

事後調査の結果については、堺市環境影響評価条例第 41 条の規定に基づき事後調査報告書と

してとりまとめ堺市長に提出する。 

 

3.2 事後調査の内容及び手法 

事後調査の内容及び手法は、表 3.2.1 に示すとおり、工事中においては、建設作業騒音・振

動及び道路交通騒音・振動・交通量等について、それぞれ敷地境界、工事用車両の主要な走行

ルート沿道において調査を行う。また、工事により発生する廃棄物・建設発生土の量について

集計を行う。さらに、工事着手前には、鳥類の繁殖に対して事業計画地内で実施した環境保全

措置の実施状況を確認するとともに、重要な昆虫類に対する環境保全措置として事業計画地で

の捕獲・移動を行う。 
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表 3.2.1 事後調査内容及び手法（工事中） 

調査項目 調査方法 調査時期及び頻度 
（調査時間帯） 

調査地域・地点 

騒
音 

道路交通騒音 
交通量・車速 

【現地調査】 
「騒音に係る環境基準につ
いて」に定める調査方法及
び目視観測等による方法 

建設・解体工事期間中におけ
る影響最大月にそれぞれ１日 
（工事関連車両通行時間帯） 

３地点 
(走行ルート 

沿道)※1 

建設作業騒音 

【現地調査】 
「特定建設作業に伴って発
生する騒音の規則に関する
基準」に定める方法 

建設・解体工事期間中におけ
る影響最大月にそれぞれ１日 
（工事時間帯） 

２地点 
(事業計画地 
敷地境界)※1 

振
動 

道路交通振動 
【現地調査】 
「振動規制法施行規則」に
定める方法 

建設・解体工事期間中におけ
る影響最大月にそれぞれ１日 
（工事関連車両通行時間帯） 

３地点 
(走行ルート 

沿道)※1 

建設作業振動 
建設・解体工事期間中におけ
る影響最大月にそれぞれ１日 
（工事時間帯） 

２地点 
(事業計画地 
敷地境界)※1 

廃
棄
物
等 

廃棄物 
【資料調査】 
廃棄物の処理実績を集計 

建設・解体工事期間中に月単
位で種類別に集計 

事業計画地 

建設発生土 
【資料調査】 
建設発生土の量を集計 

建設・解体工事期間中に集計 事業計画地 

陸
域
生
態
系 

重要な鳥類 
に対する保全措
置の実施状況 

【現地調査】 
繁殖状況の目視確認 

工事着手前 １回 
事業計画地 

（第２駐車場）※2 

重要な昆虫類 
の捕獲・移動 

【現地調査】 
任意採集法（見つけ採り・ス
ウィーピング・目撃）・ベイ
トトラップ法（２地点） 
［事業計画地内で捕獲した
個体は、既往調査で生息が
確認された事業計画地近接
箇所へ移動］ 

工事着手前 ２回 事業計画地※2 

※1 図 3.2.1 参照 

※2 図 3.2.2 参照 
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※ 工事用車両の主要走行ルートは、関係機関との協議の結果、北回りルートを走行することとした。 

 

図 3.2.1 調査位置図（騒音・振動） 

道路交通騒音、道路交通振動、交通量、車速（R1～R3） 

建設作業騒音、建設作業振動（K2～K3） 

R1 
R2 

R3 

S=1：30,000 

工事用車両の主要走行ルート（一般道路） 

(この地図は国土地理院の「電子地形(タイル)」を使用したものである。)

K2 K3 
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図 3.2.2 調査位置図（重要な昆虫類・鳥類） 
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4. 事後調査の結果及び結果の検証 
建設工事中（令和６年４月～12 月）に実施した事後調査の結果及びその検証結果について、

以下のとおり報告する。 

なお、2025 年日本国際博覧会 堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場 環境影響評価書（以下、「評価書」と記

す。）に記載した環境保全措置の履行状況は別紙１、その他市長意見等（準備審査書）に対す

る事業者の見解についての履行状況は別紙２に示すとおりである。 

 

4.1 騒音 

4.1.1 調査内容 

(1) 調査時期 

騒音の調査時期は、建設工事の最盛期（工事用車両の走行台数が最も多くなる時期、調査地点

近傍における建設作業の最盛期）として、表 4.1.1 に示すとおりとした。 

 

表 4.1.1 調査時期 

調査項目 調査時期 

道路交通騒音 

交通量・車速 
地点Ｒ１～Ｒ３：令和６年 10 月 10 日（木） 6:00～22:00 

建設作業騒音 
地点Ｋ２：令和６年 10 月 10 日（木） 9:00～12:00、13:00～17:00 

地点Ｋ３：令和６年 ７月 22 日（月） 9:00～12:00、13:00～17:00 

（注 1）調査地点は図 3.2.1 参照 

 

(2) 調査方法 

道路交通騒音の調査方法は「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年９月 30 日環境庁告示

第 64 号、改正：平成 24 年３月 30 日環境省告示第 54 号、平成 22 年９月 30 日堺市告示第 240

号）、建設作業騒音の調査方法は「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭

和 43 年 11 月 27 日厚生省・建設省告示１号、改正：平成 27 年４月 20 日環境省告示第 66 号）に

定める方法に準拠した。また、地上 1.2m の高さで各調査を実施した。 

交通量・車速調査については、表 4.1.2 に示す車種別に分類し、目視観測等により計測した。 

 

表 4.1.2 交通量調査の車種分類 

観測区分 種別 内容 

二輪車類 二輪車 自動二輪及び原動機付き自転車 

小型車 

乗用車 

ナンバー５（黄と黒のプレート） 

ナンバー３、８（小型プレート） 

ナンバー３、５、７ 

小型貨物車 

ナンバー４（黄と黒のプレート） 

ナンバー６（小型プレート） 

ナンバー４、６ 

大型車 

バス ナンバー２ 

普通貨物車 
ナンバー１ 

ナンバー８、９、０ 
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4.1.2 道路交通騒音 

(1) 事後調査結果 

道路交通騒音の事後調査結果は表 4.1.3 及び表 4.1.4 に示すとおりである。 

地点Ｒ１を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、環境基準の類型を当てはめる地域の

指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることから、土地利用の動向

及び道路の車線数等を勘案し、基準値との比較を行ったところ、地点Ｒ１では環境基準値を下回

っていた。 

地点Ｒ２及びＲ３では、環境基準値を上回っていた。 

交通量及び車速の事後調査結果については、それぞれ表 4.1.5 及び表 4.1.6 に示すとおりで

あった。 

 

表 4.1.3 道路交通騒音に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

調査地点 調査日時 
騒音レベル 

LAeq（dB） 

環境基準値 

（dB） 

地点Ｒ１ 
令和６年 10 月 10 日（木） 

６時～22 時 
59 65 

地点Ｒ２ 
令和６年 10 月 10 日（木） 

６時～22 時 
72 70 

地点Ｒ３ 
令和６年 10 月 10 日（木） 

６時～22 時 
72 70 

（注 1）騒音レベルは、工事時間帯を含む昼間の等価騒音レベル（LAeq）とした。下線の値は環境基準値を超過し

ていることを示す。 

（注 2）地点Ｒ１を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、環境基準の類型を当てはめる地域の指定は行わ

れていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることから、土地利用の動向及び道路の車線数等より

勘案し、環境基準値との比較を行った。 

 

表 4.1.4 道路交通騒音に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

時間帯 観測時間 
地点Ｒ１ 地点Ｒ２ 地点Ｒ３ 

LAeq（dB） LAeq（dB） LAeq（dB） 

― 

６時～７時 58 73 73 

７時～８時 62 72 72 

８時～９時 62 72 73 

工事時間帯 

９時～10 時 59 73 73 

10 時～11 時 59 73 71 

11 時～12 時 58 73 73 

12 時～13 時 59 72 73 

13 時～14 時 59 72 72 

14 時～15 時 58 73 72 

15 時～16 時 61 73 72 

16 時～17 時 57 74 72 

― 

17 時～18 時 57 71 71 

18 時～19 時 56 70 71 

19 時～20 時 57 71 70 

20 時～21 時 56 69 70 

21 時～22 時 61 69 69 

（注 1）騒音レベルは、工事時間帯を含む昼間の等価騒音レベル（LAeq）とした。 
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表 4.1.5 交通量に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

調査 

地点 
調査日 

時間 

区分 

交通量（台） 

 内工事用車両 

小型車 大型車 合計 小型車 大型車 合計 

地点Ｒ１ 
令和６年 

10 月 10 日（木） 

工事 

時間帯 
1,122 424 1,546 10 0 10 

地点Ｒ２ 
令和６年 

10 月 10 日（木） 

工事 

時間帯 
29,224 11,436 40,660 20 20 40 

地点Ｒ３ 
令和６年 

10 月 10 日（木） 

工事 

時間帯 
28,578 12,619 41,197 20 20 40 

 

 

表 4.1.6 車速に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

調査 

地点 
調査日 

時間 

区分 

平均車速（km/h） 

東行き（Ｒ１） 

北行き（Ｒ２、Ｒ３） 

西行き（Ｒ１） 

南行き（Ｒ２、Ｒ３） 

小型車 大型車 小型車 大型車 

地点Ｒ１ 
令和６年 

10 月 10 日（木） 

工事 

時間帯 
58 45 64 49 

地点Ｒ２ 
令和６年 

10 月 10 日（木） 

工事 

時間帯 
41 34 46 37 

地点Ｒ３ 
令和６年 

10 月 10 日（木） 

工事 

時間帯 
61 50 65 55 

 

 

表 4.1.7(1) 交通量・車速に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

（地点Ｒ１） 

時間帯 
時間交通量（台/h） 車速 

（km/h） 小型車 大型車 二輪車 合計 

６時～７時 27 18 29 74 53 

７時～８時 85 30 69 184 54 

８時～９時 100 63 73 236 50 

９時～10 時 71 39 1 111 52 

10 時～11 時 59 28 1 88 52 

11 時～12 時 84 21 2 107 55 

12 時～13 時 91 23 9 123 57 

13 時～14 時 98 32 0 130 55 

14 時～15 時 117 33 3 153 58 

15 時～16 時 116 37 21 174 58 

16 時～17 時 94 15 15 124 56 

17 時～18 時 52 32 38 122 53 

18 時～19 時 28 16 39 83 48 

19 時～20 時 32 17 48 97 54 

20 時～21 時 39 14 20 73 56 

21 時～22 時 29 6 14 49 55 

合計 1,122 424 382 1,928 54 
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表 4.1.7(2) 交通量・車速に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

（地点Ｒ２） 

時間帯 
時間交通量（台/h） 車速 

（km/h） 小型車 大型車 二輪車 合計 

６時～７時 2,078 807 178 3,063 45 

７時～８時 2,021 626 229 2,876 31 

８時～９時 1,823 865 140 2,828 27 

９時～10 時 1,651 1,226 53 2,930 43 

10 時～11 時 1,194 1,077 43 2,314 42 

11 時～12 時 1,231 1,082 38 2,351 39 

12 時～13 時 1,349 885 43 2,277 37 

13 時～14 時 1,316 797 55 2,168 38 

14 時～15 時 1,566 1,122 65 2,753 40 

15 時～16 時 1,976 1,106 97 3,179 44 

16 時～17 時 1,933 700 114 2,747 44 

17 時～18 時 2,590 420 240 3,250 43 

18 時～19 時 3,308 271 259 3,838 35 

19 時～20 時 2,313 168 130 2,611 38 

20 時～21 時 1,596 139 99 1,834 46 

21 時～22 時 1,279 145 79 1,503 43 

合計 29,224 11,436 1,862 42,522 40 

 

 

表 4.1.7(3) 交通量・車速に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

（地点Ｒ３） 

時間帯 
時間交通量（台/h） 車速 

（km/h） 小型車 大型車 二輪車 合計 

６時～７時 2,211 930 219 3,360 57 

７時～８時 2,157 750 300 3,207 56 

８時～９時 1,458 862 129 2,449 55 

９時～10 時 1,371 1,262 57 2,690 59 

10 時～11 時 1,258 1,279 52 2,589 58 

11 時～12 時 1,126 1,189 46 2,361 58 

12 時～13 時 1,360 1,076 49 2,485 58 

13 時～14 時 1,434 1,015 67 2,516 56 

14 時～15 時 1,520 1,161 63 2,744 56 

15 時～16 時 1,536 963 93 2,592 57 

16 時～17 時 2,194 798 138 3,130 56 

17 時～18 時 3,078 530 309 3,917 57 

18 時～19 時 2,911 287 274 3,472 59 

19 時～20 時 2,228 222 213 2,663 62 

20 時～21 時 1,529 159 108 1,796 60 

21 時～22 時 1,207 136 84 1,427 61 

合計 28,578 12,619 2,201 43,398 58 
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(2) 事後調査結果の検証 

道路交通騒音の事後調査結果と評価書の予測値等を表 4.1.8 のとおり比較した。 

保全対象近傍の地点Ｒ１における事後調査結果は環境基準値を下回っていた。 

また、地点Ｒ２及びＲ３では環境基準値を上回っていたが、Ｒ２では予測値及び現況値と同程

度であり、地点Ｒ３では予測値及び現況値を下回る結果となった。これは、地点Ｒ２及びＲ３で

は交通量が多く、日常的に騒音レベルが環境基準値を超過していることや、全交通量に対する工

事用車両の占める割合は共に 0.1％以下と非常に低いことから、これらの地点に対する工事用車

両の走行による影響は僅かであったと考えられる。事後調査結果が環境基準値を超えているのは

事実ではあるため、工事の効率化・平準化による工事用車両の台数削減や高速道路の利用促進等、

可能な限り当該地点への影響低減に努めた。 

 

 

表 4.1.8 道路交通騒音の事後調査結果及び予測値の比較 

調査地点 
事後調査結果 
LAeq（dB） 

評価書 
環境基準値 

（dB） 予測値 
LAeq（dB） 

現況値 
LAeq（dB） 

地点Ｒ１ 59 59 58 65 

地点Ｒ２ 72 72 72 

70 

地点Ｒ３ 72 73 73 

（注 1）騒音レベル（事後調査結果、評価書の現況値）は、工事時間帯を含む昼間の等価騒音レベル（LAeq）とし

た。下線の値は環境基準値を超過していることを示す。 

（注 2）地点Ｒ１を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、環境基準の類型を当てはめる地域の指定は行わ

れていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることから、土地利用の動向及び道路の車線数等よ

り勘案し、環境基準値との比較を行った。 

（注 3）評価書の現況値のは令和４年 10 月 11 日（火）12:00～12 日（水）12:00 に実施した騒音調査の結果であ

る。 
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4.1.3 建設作業騒音 

(1) 事後調査結果 

建設作業騒音の事後調査結果は表 4.1.9 及び表 4.1.10 に示すとおりである。 

地点Ｋ２、地点Ｋ３を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「特定建設作業に伴って

発生する騒音の規制に関する基準の区域」の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）

が立地していることから、土地利用の動向等より勘案し、基準値との比較を行ったところ、特定

建設作業に係る騒音の規制基準値を下回っていた。 

 

 

表 4.1.9 建設作業騒音に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

調査地点 
時間 

区分 
調査日時 

調査時の 

主な工種 

騒音レベル 

LA5（dB） 

規制基準値 

（dB） 

地点Ｋ２ 
工事 

時間帯 

令和６年 10 月 10 日（木） 

９時～12 時、13 時～17 時 
路盤掘削工等 81 85 

地点Ｋ３ 
工事 

時間帯 

令和６年７月 22 日（月） 

９時～12 時、13 時～17 時 
路盤掘削工等 79 85 

（注 1）騒音レベルは、工事時間帯における騒音レベルの 90%レンジ上端値（LA5）とした。 

（注 2）地点Ｋ２、地点Ｋ３を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「特定建設作業に伴って発生する騒

音の規制に関する基準の区域」の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることか

ら、土地利用の動向等より勘案し、特定建設作業に係る騒音の規制基準値との比較を行った。 

 

 

表 4.1.10 建設作業騒音に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

時間帯 観測時間 
地点Ｋ２ 地点Ｋ３ 

LA5（dB） LA5（dB） 

工事 

時間帯 

９:00～10:00 64 78 

10:00～11:00 67 79 

11:00～12:00 66 78 

13:00～14:00 80 66 

14:00～15:00 81 64 

15:00～16:00 68 61 

16:00～17:00 67 62 

（注 1）騒音レベルは、工事時間帯における騒音レベルの 90%レンジ上端値（LA5）とした。 
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(2) 事後調査結果の検証 

建設作業騒音の事後調査結果と評価書の予測値等を表 4.1.11 のとおり比較した。 

地点Ｋ２及びＫ３における事後調査結果は、規制基準値のみならず、予測値も下回っていた。

これらの結果に加え、良好な生活環境を保全するため、前述した環境保全措置を講じる等、建設

工事の実施による影響が、工事請負業者により実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減され

たものと考える。 

 

 

表 4.1.11 建設作業騒音の事後調査結果及び予測値の比較 

調査地点 
事後調査結果 

LA5（dB） 

評価書 
規制基準値 

（dB） 
予測値 

LA5（dB） 

地点Ｋ２ 81 82 85 

地点Ｋ３ 79 81 85 

（注 1）騒音レベルは、工事時間帯における騒音レベルの 90%レンジ上端値（LA5）とした。 

（注 2）地点Ｋ２、地点Ｋ３を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「特定建設作業に伴って発生する

騒音の規制に関する基準の区域」の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地している

ことから、土地利用の動向等より勘案し、特定建設作業に係る騒音の規制基準値との比較を行った。 
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4.2 振動 

4.2.1 調査内容 

(1) 調査時期 

振動の調査時期は、騒音の調査と同じく、建設工事の最盛期として、表 4.2.1 に示すとおりと

した。 

 

表 4.2.1 調査時期 

調査項目 調査時期 

道路交通振動 地点Ｒ１～Ｒ３：令和６年 10 月 10 日（木） ６:00～21:00 

建設作業振動 
地点Ｋ２：令和６年 10 月 10 日（木） ９:00～12:00、13:00～17:00 

地点Ｋ３：令和６年 ７月 22 日（月） ９:00～12:00、13:00～17:00 

（注 1）調査地点は図 3.2.1 参照 

 

(2) 調査方法 

道路交通振動及び建設作業振動の調査方法は「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 11 月 10 日

総理府令第 58 号、改正：令和３年４月１日環境省令第３号）に定める方法に準拠した。 

 

 

4.2.2 道路交通振動 

(1) 事後調査結果 

道路交通振動の事後調査結果は表 4.2.2 及び表 4.2.3 に示すとおりである。 

地点Ｒ１を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「道路交通振動の要請限度」に関す

る区域の区分の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることから、

土地利用の動向を勘案し、第２種区域（近接商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域）相

当としたところ、要請限度を下回っていた。 

地点Ｒ２及び地点Ｒ３については、第１種区域（第２種区域以外の地域）の要請限度を下回っ

ていた。 

 

表 4.2.2 道路交通振動に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

調査地点 調査日時 
振動レベル 

L10（dB） 

要請限度 

（dB） 

地点Ｒ１ 
令和６年 10 月 10 日（木） 

６時～21 時 
26 70 

地点Ｒ２ 
令和６年 10 月 10 日（木） 

６時～21 時 
60 65 

地点Ｒ３ 
令和６年 10 月 10 日（木） 

６時～21 時 
53 65 

（注 1）振動レベルは、工事時間帯を含む昼間の振動レベルの 80%レンジの上端値（L10）とした。 

（注 2）地点Ｒ１を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「道路交通振動の要請限度」に関する区域の区

分の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることから、土地利用の動向を勘案

し、第２種区域（近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域）の要請限度との比較を行った。 

（注 3）地点Ｒ２、Ｒ３は第一種住居地域であるため第 1種区域の要請限度を適用した。 
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表 4.2.3 道路交通振動に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

時間帯 観測時間 
地点Ｒ１ 地点Ｒ２ 地点Ｒ３ 

L10（dB） L10（dB） L10（dB） 

― 

６時～７時 23 61 54 

７時～８時 27 59 52 

８時～９時 30 61 54 

工事時間帯 

９時～10 時 29 62 55 

10 時～11 時 28 62 54 

11 時～12 時 28 62 55 

12 時～13 時 26 61 55 

13 時～14 時 28 61 54 

14 時～15 時 28 62 55 

15 時～16 時 29 62 54 

16 時～17 時 26 62 53 

― 

17 時～18 時 26 59 51 

18 時～19 時 25 56 49 

19 時～20 時 23 59 47 

20 時～21 時 21 54 46 

（注 1）振動レベルは、工事時間帯を含む昼間の振動レベルの 80%レンジの上端値（L10）とした。 

  

(2) 事後調査結果の検証 

道路交通振動の事後調査結果と評価書の予測値等を表 4.2.4 のとおり比較した。 

各地点における事後調査結果は、要請限度を下回っていた。これらの結果に加え、良好な生活

環境を保全するため、前述した環境保全措置を講じる等、建設工事の実施による影響が、工事請

負業者により実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減されたものと考える。 

なお、地点Ｒ２及びＲ３における事後調査結果は、評価書の予測値・現況値を若干上回ってい

たが、当該地点の交通量に大きな変化はなく、また、全交通量に対する工事用車両が占める割合

は共に 0.1％以下と非常に低いことから、これらの地点に対する工事用車両の走行による影響は

僅かであったと考えられる。 

 

表 4.2.4 道路交通振動の事後調査結果及び予測値の比較 

調査地点 
事後調査結果 
L10（dB） 

評価書 
要請限度 
（dB） 予測値 

L10（dB） 
現況値 

L10（dB） 

地点Ｒ１ 26 29 25 70 

地点Ｒ２ 60 56 56 

65 

地点Ｒ３ 53 52 52 

（注 1）振動レベルは、工事時間帯を含む昼間の振動レベルの 80%レンジの上端値（L10）とした。 

（注 2）地点Ｒ１を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「道路交通振動の要請限度」に関する区域の区

分の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していることから、土地利用の動向を勘案

し、第２種区域（近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域）の要請限度との比較を行った。 

（注 3）地点Ｒ２、地点Ｒ３は第一種住居地域であるため第 1種区域の要請限度を適用した。 

（注 4）評価書の現況値は令和４年 10 月 11 日（火）12:00～12 日（水）12:00 に実施した振動調査の結果である。 
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4.2.3 建設作業振動 

(1) 事後調査結果 

建設作業振動の調査結果は表 4.2.5 及び表 4.2.6 に示すとおりである。 

地点Ｋ２、地点Ｋ３を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「特定建設作業に伴って

発生する振動の規制に関する基準」に関する区域の区分の指定は行われていないが、周辺に保全

対象（社員寮）が立地していることから、土地利用の動向等を勘案し、２号区域（工業地域等）

相当としたところ、特定建設作業に係る振動の規制基準値を下回っていた。 

 

 

表 4.2.5 建設作業振動に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

調査地点 
時間 

区分 
調査日時 

調査時の 

主な工種 

振動レベル 

L10（dB） 

規制基準値 

（dB） 

地点Ｋ２ 
工事 

時間帯 

令和６年 10 月 10 日（木） 

９時～12 時、13 時～17 時 
路盤掘削工等 43 75 

地点Ｋ３ 
工事 

時間帯 

令和６年７月 22 日（月） 

９時～12 時、13 時～17 時 
路盤掘削工等 50 75 

（注 1）振動レベルは、工事時間帯における振動レベルの 80%レンジ上端値（L10）とした。 

（注 2）地点Ｋ２、地点Ｋ３を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「特定建設作業に伴って発生する振

動の規制に関する基準の区域」の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地していること

から、土地利用の動向等より勘案し、２号区域（工業地域等）の規制基準値との比較を行った。 

 

 

表 4.2.6 建設作業振動に係る事後調査結果（建設工事期間中の影響最大月） 

時間帯 観測時間 
地点Ｋ２ 地点Ｋ３ 

L10（dB） L10（dB） 

工事 

時間帯 

９:00～10:00 28 47 

10:00～11:00 28 50 

11:00～12:00 27 50 

13:00～14:00 43 36 

14:00～15:00 40 38 

15:00～16:00 28 47 

16:00～17:00 28 46 

（注 1）振動レベルは、工事時間帯における振動レベルの 80%レンジ上端値（L10）とした。 
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(2) 事後調査結果の検証 

建設作業振動の事後調査結果と評価書の予測値等を表 4.2.7 のとおり比較した。 

地点Ｋ２及び地点Ｋ３における事後調査結果は、評価書の予測値と同様、規制基準値を下回っ

ていた。これらの結果に加え、良好な生活環境を保全するため、前述した環境保全措置を講じる

等、建設工事の実施による影響が、工事請負業者により実行可能な範囲内でできる限り回避又は

低減されたものと考える。 

 

 

表 4.2.7 建設作業振動の事後調査結果及び予測値の比較 

調査地点 
事後調査結果 

L10（dB） 

評価書 
規制基準値 

（dB） 
予測値 

L10（dB） 

地点Ｋ２ 43 63 75 

地点Ｋ３ 50 63 75 

（注 1）振動レベルは、工事時間帯における振動レベルの 80%レンジ上端値（L10）とした。 

（注 2）地点Ｋ２、地点Ｋ３を含む事業計画地周辺は、工業専用地域であり、「特定建設作業に伴って発生する

振動の規制に関する基準の区域」の指定は行われていないが、周辺に保全対象（社員寮）が立地している

ことから、土地利用の動向等より勘案し、２号区域（工業地域等）の規制基準値との比較を行った。 
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4.3 廃棄物等 

(1) 事後調査結果 

建設工事の廃棄物発生量は表 4.3.1 に示すとおりである。 

 

表 4.3.1(1) 管理運営施設建設工事の廃棄物等に係る事後調査結果（建設工事期間） 

項目 

廃棄物発生量（建設工事期間） 再生利

用化・

再資源

化量 

再資源

化率

（％） 

中間処

理・最終

処分量 

令和６年度 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

建 

設 

廃 

棄 

物

(t) 

コンクリー

トがら 
0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 1.2 0 1.3 100 O 

アスファル

トがら 
0 0 0 0 0 0 0 6.0 3.0 0 0 9.0 100 0 

その他がれ

き類 
0 0 0 0 0 0 1.3 4.4 0 0 0 5.7 100 0 

ガラス陶器

類 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

廃プラスチ

ック類 
0 0 0 0 0 0 0 0 0.5 0.9 0 1.4 100 0 

金属くず 0 0 0 0 0 0 0 0 1.3 0.4 0 1.7 100 0 

木くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0.9 0.7 0 1.6 100 0 

紙くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

繊維くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

建設汚泥 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1.0 0 1.0 100 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

混合廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.3 0 0 0 0.3 

合計 0 0 0 0 0 0 1.3 10.4 5.7 4.5 0 21.7 98.6 0.3 

建設発生土(m3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

 

表 4.3.1(2) 駐車場建設工事の廃棄物等に係る事後調査結果（建設工事期間） 

項目 

廃棄物発生量（建設工事期間） 再生利

用化・

再資源

化量 

再資源

化率

（％） 

中間処

理・最終

処分量 
令和６年度 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

建 

設 

廃 

棄 

物

(t) 

コンクリー

トがら 
0 0 0 0 9.9 0 0 19.7 8.7 0 0 38.3 100 0 

アスファル

トがら 
0 0 0 0 7.1 0 0 252.4 166.0 0 0 425.5 100 0 

その他がれ

き類 
0 0 0 0 0 0 0 23.3 355.6 0 0 378.9 100 0 

ガラス陶器

類 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

廃プラスチ

ック類 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

金属くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

木くず 4.5 0 2.3 0 4.2 0 3.7 5.3 0 0 0 20.0 100 0 

紙くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

繊維くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

建設汚泥 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － － 

混合廃棄物 0 0 0 0 0 0 1.7 0.5 0 0 0 0 0 2.2 

合計 4.5 0 2.3 0 21.2 0 5.4 301.2 530.3 0 0 862.7 99.7 2.2 

建設発生土(m3) 0 0 0 0 0 0 1,074 210 0 0 0 - - － 
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(2) 事後調査結果の検証 

建設工事による廃棄物等の事後調査結果と評価書の予測結果を表 4.3.2 のとおり比較した。 

管理運営施設建設工事の廃棄物発生量は、評価書の予測値を下回っていた。また、可能な限り

リース品の活用等を図り、廃棄物の発生量を抑制するとともに、廃棄物の再生利用化・再資源化

に努めた結果、再資源化率は 98.6％であった。 

駐車場建設工事については、廃棄物発生量は管理運営施設建設工事を大きく上回ったが、可能

な限りリース品の活用等を図り、廃棄物の発生量を抑制するとともに、廃棄物の再生利用化・再

資源化に努めた結果、再資源化率は 99.7％であった。また、建設発生土量は、評価書の予測値を

下回っていた。事業計画地内での盛土や埋戻し土への流用を図った結果、発生量を抑制できたも

のと考える。 

これらの結果に加え、工事の伴い発生する廃棄物等が周辺環境に及ぼす影響を最小限にとどめ

るため、前述した環境保全措置を実施することにより、工事の実施に伴う廃棄物の環境影響が、

国、大阪府又は堺市が定める廃棄物に関係する計画又は方針の目標の達成と維持に支障を及ぼす

ことはなく、工事請負業者により実行可能な範囲内で回避又は低減されたものと考える。 

 

表 4.3.2 建設作業による廃棄物等発生量の事後調査結果と予測値の比較 

項目 
事後調査結果 評価書 予測値 

管理運営施設 駐車場 管理運営施設 駐車場 

廃棄物発生量（kg） 21,960 864,910 24,560 － 

再資源化量（kg） 21,660 862,700 16,580 － 

処分量（kg） 300 2,210 7,980 － 

再資源化率（％） 98.6 99.7 67.5 － 

建設発生土量（m3） － 1,284 － 1,900 
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4.4 陸域生態系 

4.4.1 調査内容 

(1) 調査時期 

陸域生態系の調査時期は表 4.1.1 に示すとおりである。 

重要な鳥類であるコチドリ及びケリの繁殖及び保全措置の実施状況の確認と、重要な昆虫類

であるツシマヒメサビキコリ及びジュウサンホシテントウの捕獲及び隣接地への移動を、これ

らの重要な種が生息・繁殖すると考えられる建設工事着手前に実施した。この調査において、

その他の重要な種を確認した場合は、それらの繁殖状況等も確認する。 

 

表 4.4.1 調査項目及び調査時期 

調査項目 調査時期 

重要な鳥類に対する 

保全措置の実施状況 

（コチドリ・ケリ） 

１回目：令和６年５月 14 日（火）～５月 15 日（水） 

２回目：令和６年５月 23 日（木）～５月 24 日（金） 

３回目：令和６年６月 19 日（水） 

４回目：令和６年７月４日（木） 

重要な昆虫類の捕獲・移動 

（ツシマヒメサビキコリ・ 

ジュウサンホシテントウ） 

１回目：令和６年５月 14 日（火）～５月 15 日（水） 

２回目：令和６年５月 23 日（木）～５月 24 日（金） 

 

(2) 重要な種の整理 

本調査の対象である重要な種について、学術上又は希少性の観点から、表 4.4.2 の選定根拠

に基づくカテゴリーを表 4.4.3 に示す。 

大阪府レッドリスト 2014 では、全ての種は準絶滅危惧（ＮＴ）に該当する。また、堺市レッ

ドリスト 2021 では、ケリとジュウサンホシテントウはＢランク、コチドリはＣランク、ツシマ

ヒメサビキコリは情報不足に該当する。その他の重要な種として確認したヒバリは、大阪府レ

ッドリスト 2014 では準絶滅危惧（ＮＴ）、堺市レッドリスト 2021 ではＣランクに該当する。 

 

表 4.4.2 重要な種の選定根拠 

区分 重要な種の選定基準 カテゴリー 略号 

① 
大阪府レッドリスト
2014 

Extinct：絶滅 ＥＸ 

Critically Endangered + Endangered：絶滅危惧Ⅰ類 ＣＲ＋ＥＮ 

Vulnerable：絶滅危惧Ⅱ類 ＶＵ 

Near Threatened：準絶滅危惧 ＮＴ 

Data Deficient：情報不足 ⅮⅮ 

② 
堺市レッドリスト
2021 

絶滅 絶滅 

Ａランク Ａ 

Ｂランク Ｂ 

Ｃランク Ｃ 

情報不足 情報不足 
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表 4.4.3 本調査の対象である重要な種のカテゴリー 

種類 目名 科名 種名 
カテゴリー 

① ② 

鳥類 チドリ目 チドリ科 
コチドリ ＮＴ Ｃ 

ケリ ＮＴ Ｂ 

昆虫類 コウチュウ目 
コメツキムシ科 ツシマヒメサビキコリ ＮＴ 情報不足 

テントウムシ科 ジュウサンホシテントウ ＮＴ Ｂ 

（注 1）重要な種の選定基準（①及び②）、カテゴリーの略号は表 4.4.2 参照 

 

 

(3) 調査方法 

陸域生態系の調査方法は表 4.4.4 に示すとおりである。 

重要な鳥類については、目視観察により繁殖状況を確認する。重要な昆虫類については、任

意採集法（見つけ採り・スウィーピング法）及びベイトトラップ法により捕獲し、評価書の現

地調査で生息が確認された事業計画地外の近接箇所へ移動させた。 

 

 

表 4.4.4 調査方法 

調査項目 調査方法 調査範囲 

重要な鳥類に対する 

保全措置の実施状況 

（コチドリ・ケリ） 

■任意観察法 

調査範囲内を任意で踏査し、双眼鏡（倍率

８～10 倍）や望遠鏡（倍率 20～60 倍）を用

いて鳥類を観察し、確認された鳥類の種名・

個体数・確認位置・行動内容等を随時記録し

た。なお、調査は日中に実施した。 

第２駐車場 

重要な昆虫類の捕獲・移動 

（ツシマヒメサビキコリ・ 

ジュウサンホシテントウ） 

■任意採集法 

見つけ採り・スウィーピング法により採集

した。 

第１駐車場 

及び 

第２駐車場 

■ベイトトラップ法 

プラスチックコップを地面と同じ高さにな

るによう埋めた後、誘引餌をコップ内に入

れ、一晩程度放置した後に落下した昆虫類を

回収した。設置地点は２地点（１地点あたり

10 個）とした。 

第２駐車場 

（注 1）調査範囲は図 3.2.2 参照 

  



 

36 

4.4.2 重要な鳥類 

(1) 事後調査結果 

工事着手前に重要な鳥類の現地調査を実施したところ、表 4.4.5 に示すとおり、事業計画地

（第２駐車場）においてコチドリやケリ、さらに、その他の重要な種であるヒバリの営巣や産

卵を確認した。 

 

(2) 事後調査結果の検証 

コチドリやケリ、ヒバリの幼鳥が育ち、場外へ飛翔するまでの間、重要な鳥類の保全措置と

して、営巣や産卵を確認した地点付近や営巣地と考えられる範囲を保護区域とし、工事関係者

の立ち入りを制限したところ、これらの種の幼鳥の良好な育雛状況を確認できたことから、繁

殖期後に工事着手することにより繁殖への影響が回避されたものと考える。 

 

 

4.4.3 重要な昆虫類 

(1) 事後調査結果 

工事着手前に重要な昆虫類の現地調査を実施したところ、表 4.4.6 に示すとおり、ツシマヒ

メサビキコリ 10 個体、ジュウサンホシテントウ１個体を捕獲した。 

 

(2) 事後調査結果の検証 

重要な昆虫類の保全措置として、捕獲した上記昆虫類を場外へ移動させた。また、事業計画

地（第１駐車場）については、未利用箇所の草地環境を保全することとした。 
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表 4.4.5（1） 重要な鳥類に係る事後調査結果（対象範囲の建設工事着手前） 

生物の 

種類 

保全措置の 

内容 

調査 

地点 
調査日 繁殖状況 

写真 

位置図 

コチドリ 

繁殖期後の工事着

手（繁殖が予想さ

れる範囲） 

第２ 

駐車場 

令和６年 

５月 14 日（火） 

事業計画地内において２例（成

鳥４個体、幼鳥２個体の計６個体）

の営巣を確認した。 

１例目は成鳥２個体の営巣で、

近くに卵１個を確認したが、未孵

化であった。卵の近傍で抱卵行動

を確認したが、近隣に卵は存在せ

ず、繁殖失敗後の疑似的な繁殖行

動をしていたと考えられる。 

２例目は成鳥２個体と幼鳥２個

体の営巣で、幼鳥は主に第２駐車

場中心部の礫地・草地を隠れるよ

うに移動しており、活発に活動し

ていたことから、育雛状況は良好

であると言える。 

図 4.4.1 

図 4.4.2 

 

令和６年 

５月 17 日（金） 

工事関係者が礫地に卵３個を確

認したが、成鳥による抱卵行動を

確認することはできなかった。 

令和６年 

５月 24 日（金） 

５月 14 日と同様、事業計画地

内において２例（成鳥４個体、幼

鳥２個体の計６個体）の営巣を確

認した。 

１例目の成鳥２個体の営巣につ

いては、新たな卵や幼鳥、抱卵行

動等の繁殖に係る行動を確認でき

なかった。 

２例目の成鳥２個体と幼鳥２個

体の営巣については、幼鳥は礫地・

草地内や親鳥の近くで行動するほ

か、自ら採餌（地面をつつく）して

おり、活発に活動していたことか

ら、育雛状況は良好であると言え

る。 

令和６年 

６月 19 日（水） 

第２駐車場の中心部から北寄り

の地域において、成鳥３個体及び

卵３個を確認したが、成鳥による

抱卵行動を確認することはできな

かった。 

令和６年 

７月４日（木） 

個体を確認できなかった。幼鳥

を最初に確認してから２ヶ月程度

が経過していることから、繁殖期

が終わり、既に場外へ飛翔したも

のと考えられる。 
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表 4.4.5（2） 重要な鳥類に係る事後調査結果（対象範囲の建設工事着手前） 

生物の 

種類 

保全措置の 

内容 

調査 

地点 
調査日 繁殖状況 

写真 

位置図 

ケリ 

繁殖期後の工事着

手（繁殖が予想さ

れる範囲） 

第２ 

駐車場 

令和６年 

５月 14 日（火） 

 

事業計画地内において１例（成

鳥２個体と幼鳥３個体の計５個

体）の営巣を確認した。成鳥２個体

は主に第２駐車場南側の高茎草地

内で行動していた。幼鳥３個体は

草地内を隠れるように地上を広範

囲に移動しており、自ら草地内で

広範囲に活動していたことから、

育雛状況は良好であると言える。 

図 4.4.1 

図 4.4.2 

令和６年 

５月 24 日（金） 

 

５月 14 日と同様、１例（成鳥２

個体と幼鳥１個体）の営巣を確認

した。親鳥が第２駐車場南側上空

から堺浜第１公園付近を鳴きなが

ら飛翔し、観察者を威嚇していた

ことから、幼鳥は順調に成長し、行

動範囲を広げているものと考えら

れる。 

令和６年 

６月 19 日（水） 

個体を確認できなかった。幼鳥

を最初に確認してから１ヶ月程度

が経過していることから、繁殖期

が終わり、既に場外へ飛翔したも

のと考えられる。 

ヒバリ 

令和６年 

５月 14 日（火） 

 

事業計画地において１例（成鳥

２個体と幼鳥２個体の計４個体）

の営巣を確認した。第２駐車場の

中心からやや西方向の礫地で親鳥

による給餌行動を確認したほか、

巣内にいた幼鳥は数時間後には巣

外へ移動しており、活発に活動し

ていたことから、育雛状況は良好

であると言える。 

令和 6 年 

５月 24 日（金） 

第２駐車場西側の上空で１個体

が飛翔していたのを確認した。 

令和６年 

６月 19 日（水） 

個体を確認できなかった。幼鳥

を最初に確認してから１ヶ月程度

が経過していることから、繁殖期

が終わり、既に場外へ飛翔したも

のと考えられる。 
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■コチドリの確認状況 

  
コチドリ成鳥：５月 14 日撮影 コチドリ卵：５月 14 日撮影 

  
コチドリ成鳥：５月 14 日撮影 コチドリ幼鳥：５月 14 日撮影 

■ケリの確認状況 

  
ケリ成鳥：５月 14 日撮影 ケリ幼鳥：５月 14 日撮影 

■ヒバリの確認状況 

  
ヒバリ成鳥：５月 14 日撮影 ヒバリ幼鳥：５月 14 日撮影 

図 4.4.1 貴重な鳥類の確認状況 
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図 4.4.2 重要な鳥類の確認位置  
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表 4.4.6 重要な昆虫類に係る事後調査結果 

生物の 

種類 

保全措置の 

内容 

調査 

地点 
調査日 捕獲状況 移動状況 

写真 

位置図 

ツシマヒメ 

サビキコリ 

事 業 計 画 地

（保全範囲を

除く）での捕

獲・移動 

第１ 

駐車場 

及び 

第２ 

駐車場 

令和６年 

５月 15 日 

（水） 

ベイトトラップ法に

て、３個体を捕獲 

全て場外の公

園へ移動 

図 4.4.3 

図 4.4.4 

令和６年 

５月 24 日 

（金） 

ベイトトラップ法に

て、７個体を捕獲 

ジュウサンホ

シテントウ 

令和６年 

５月 15 日 

（水） 

捕獲できず 

- 

令和６年 

５月 24 日 

（金） 

任意採取法にて、１

個体を捕獲 

全て場外のヨ

シ群落へ移動 

 

 

 

■ツシマヒメサビキコリの確認状況 

  
ツシマヒメサビキコリ：５月 24 日撮影 ツシマヒメサビキコリ移動先：５月 14 日撮影 

■ジュウサンホシテントウの確認状況 

  
ジュウサンホシテントウ：５月 24 日撮影 ジュウサンホシテントウ移動先：５月 24 日撮影 

図 4.4.3 重要な昆虫類の確認状況 
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図 4.4.4 重要な昆虫類の確認位置 

ジュウサンホシ 

テントウの移動先 

ツシマヒメ 

サビキコリの移動先 
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別紙１ 環境保全措置の履行状況 

 

評価書に記載した環境保全措置の履行状況は、表 1（1）～（5）のとおりである。 

 

表 1（1） 環境保全措置の履行状況（建設工事中） 

環境項目 環境保全措置の内容 履行状況 

大気質 ・使用する建設機械は、可能な限り最新の排
ガス対策型の車種を採用し、適切に点検・
整備を実施する。 

 
 
 
・工事の効率化・平準化により、工事用車両

台数の削減、建設機械の同時稼働や高負
荷運転の回避に努める。 

 
 
 
・工事用車両の走行や建設機械の稼働にあ

たっては、過積載の防止、積み荷の安定
化、空ぶかしの禁止、アイドリングストッ
プの遵守等、適切な運行・施工を指導す
る。 

 
 
・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路

規格、周辺道路の状況、住居の立地状況等
に配慮し、効率的で環境負荷が小さくな
るよう、計画的な運行管理を行う。 

・使用する建設機械については、可能な
限り最新の排ガス対策型機種の採用
に努めるとともに、点検・整備を適切
に実施しました。【履行状況写真①～
②、⑤～⑧】 

 
・工種の輻輳を避けた施工計画とする

ことにより、工事の効率化・平準化を
図り、工事用車両台数の削減、建設機
械の同時稼働や高負荷運転の回避に
努めました。 

 
・工事請負業者に対して、工事用車両の

走行や建設機械の稼働にあたり、過
積載の防止、積み荷の安定化、空ぶか
しの禁止、アイドリングストップの
遵守等、適切に運行・施工するよう指
導しました。 

 
・工事用車両の走行ルートや時間帯に

ついては、事業計画地の周辺状況に
配慮し、関係機関と協議を行った上
で設定しました。また、工事用車両を
効率的で環境負荷が小さくなるよう
に運行するため、運行管理を計画的
かつ適切に行いました。 

騒音 ・使用する建設機械は、可能な限り最新の低
騒音型の車種を採用し、適切に点検・整備
を実施する。 

 
 
 
・工事の効率化・平準化により、工事用車両

台数の削減、建設機械の同時稼働や高負
荷運転の回避に努める。 

 
 
 
・工事用車両の走行や建設機械の稼働にあ

たっては、過積載の防止、積み荷の安定
化、制限速度の遵守、空ぶかしの禁止、ア
イドリングストップの遵守等、適切な運
行・施工を指導する。 

 
 
・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路

規格、周辺道路の状況、住居の立地状況等
に配慮し、効率的で環境負荷が小さくな
るよう、計画的な運行管理を行う。 

・使用する建設機械については、可能な
限り最新の低騒音型機種の採用に努
めるとともに、点検・整備を適切に実
施しました。【履行状況写真③～④、
⑤～⑧】 

 
・工種の輻輳を避けた施工計画とする

ことにより、工事の効率化・平準化を
図り、工事用車両台数の削減、建設機
械の同時稼働や高負荷運転の回避に
努めました。 

 
・工事請負業者に対して、工事用車両の

走行や建設機械の稼働にあたり、過
積載の防止、積み荷の安定化、制限速
度の遵守、空ぶかしの禁止、アイドリ
ングストップの遵守等、適切に運行・
施工するよう指導しました。 

 
・工事用車両の走行ルートや時間帯に

ついては、事業計画地の周辺状況に
配慮し、関係機関と協議を行った上
で設定しました。また、工事用車両を
効率的で環境負荷が小さくなるよう
に運行するため、運行管理を計画的
かつ適切に行いました。 



 

44 

表 1（2） 環境保全措置の履行状況（建設工事中） 

環境項目 環境保全措置の内容 履行状況 

振動 ・使用する建設機械は、可能な限り最新の低
振動型の車種を採用し、適切に点検・整備
を実施する。 

 
 
・工事の効率化・平準化により、工事用車両

台数の削減、建設機械の同時稼働や高負
荷運転の回避に努める。 

 
 
 
・工事用車両の走行にあたっては、過積載の

防止、積み荷の安定化、制限速度の遵守
等、適切な運行・施工を指導する。 

 
 
・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路

規格、周辺道路の状況、住居の立地状況等
に配慮し、効率的で環境負荷が小さくな
るよう、計画的な運行管理を行う。 

 
 
 
 
・工事用車両の出入口は、可能な限り段差を

低減し、振動の発生抑制に努める。 

・使用する建設機械については、可能な
限り最新の低振動型機種の採用に努
めるとともに、点検・整備を適切に実
施しました。 

 
・工種の輻輳を避けた施工計画とする

ことにより、工事の効率化・平準化を
図り、工事用車両台数の削減、建設機
械の同時稼働や高負荷運転の回避に
努めました。 

 
・工事請負業者に対して、工事用車両の

走行にあたり、過積載の防止、積み荷
の安定化、制限速度の遵守等、適切に
運行・施工するよう指導しました。 

 
・工事用車両の走行ルートや時間帯に

ついては、事業計画地の周辺状況に
配慮し、関係機関と協議を行った上
で設定しました。また、工事用車両を
効率的で環境負荷が小さくなるよう
に運行するため、運行管理を計画的
かつ適切に行いました。 

 
・新たに出入口を設置するのではなく、

段差のない既存の出入口を活用する
こととしました。 

土壌汚染 ・大阪府生活環境の保全等に関する条例に
基づく要届出管理区域内において土地の
形質変更をする場合は、同条例第 81 条の
13 に基づき、土地の形質の変更に着手す
る日の 14 日前までに、当該土地の形質の
変更の種類、場所、施行方法及び着手予定
日その他規則で定める事項を堺市長に届
け出る。 

 
・土壌汚染対策法施行規則第 25 条、大阪府

生活環境の保全等に関する条例施行規則
第 48 条の 27 で定義する土地の形質変更
が 3,000 ㎡以上となる場合、以下の手続
き等を行う。 
・土壌汚染対策法第 4条第 1 項に基づき、

土地の形質の変更に着手する日の30日
前までに、土地の形質の変更の場所及
び着手予定日その他環境省令で定める
事項を堺市長に届け出る。 

・大阪府生活環境の保全等に関する条例
第 81 条の 5第 1 項に基づき、土地の形
質の変更に着手する日の 30 日前まで
に、土地における過去の管理有害物質
の使用の状況その他の規則で定める事
項について調査し、その結果を堺市長
に報告する。 

・大阪府生活環境の保全等に関する条
例第 81 条の 13 に該当する土地の形
質変更は実施していません。 

 
 
 
 
 
 
・土壌汚染対策法第４条１項、大阪府生

活環境の保全等に関する条例第81条
の５第１項に基づき、土地の形質の
変更に着手する日の 30 日前までに、
土地の形質の変更の場所及び着手予
定日その他環境省令で定める事項を
令和６年２月29日付けで堺市長に届
け出ました。 
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表 1（3） 環境保全措置の履行状況（建設工事中） 

環境項目 環境保全措置の内容 履行状況 

土壌汚染 ・土壌の掘削に際しては、適宜散水を行う
等、土砂の飛散防止に努める。 

 
 
・工事用車両の出場にあたっては、タイヤ等

洗浄を実施し、付着した土壌の事業計画
地からの持ち出しを防止する。 

 
 
・地表面は舗装等を行い、供用中の土砂への

接触・飛散防止を図る。 

・土壌の掘削に際しては、適宜散水等を
行い、土壌の飛散防止に努めました。
【履行状況写真⑨】 

 
・工事用車両の出入口にタイヤ洗浄場

所を設け、出場時にはタイヤ洗浄を
行い、事業計画地外への泥土等の持
ち出し防止を図りました。 

 
・供用中における土砂との接触や飛散

を防止するため、地表面は砕石とア
スファルトを併用した舗装としまし
た。 

陸域生態系 ・移動性が低い昆虫類の重要種であるツシ
マヒメサビキコリ、ジュウサンホシテン
トウについては、工事着手前にあらため
て現地調査を実施し、捕獲された個体を
場外で生息が確認された場所へ移動させ
る等の対策を行う。また、存置可能な草地
は出来る限り保全する。 

 
・コチドリやケリの営巣時期に配慮し、工事

工程の調整を行うとともに、工事着手直
前に営巣有無の確認を行い、発見された
場合は営巣区域への立ち入りを禁止す
る。 

・工事着手前にあらためて現地調査を
実施したところ、事業計画地内でツ
シマヒメサビキコリを 10 匹、ジュウ
サンホシテントウを１匹捕獲し、こ
れらを場外へ移動させました。また、
駐車場における未利用箇所の草地環
境を保全することとしました。 

 
・工事着手前に現地調査を実施したと

ころ、事業計画地内でコチドリやケ
リ、ヒバリの営巣や産卵を確認した
ため、これらの種の幼鳥が育ち場外
へ飛翔するまでの間、営巣・産卵を確
認した地点付近や、営巣地と考えら
れる範囲を保護区域とし、工事関係
者等の立ち入りを制限しました。 

人と自然との
触れ合い活動
の場 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の環
境対策型の車種を採用し、適切に点検・整
備を実施する。 

 
 
 
・必要に応じて工事区域の周囲に仮囲いを

設置し、事業計画地に隣接する人と自然
との触れ合い活動の場への排ガス、騒音
等の影響低減に努める。 

 
 
 

・使用する建設機械については、可能な
限り最新の環境対策型の車種を採用
に努めるとともに、点検・整備を適切
に実施しました。【履行状況写真①～
⑧】 

 
・周辺環境への排ガス、騒音等の影響低

減に向けて、工種の輻輳を避けた施
工計画とすることにより、工事の効
率化・平準化を図り、工事用車両台数
の削減、建設機械の同時稼働や高負
荷運転の回避に努めました。さらに、
使用する建設機械については、可能
な限り最新の排ガス対策型、低騒音
型、環境配慮型等の車種の採用に努
めるとともに、点検・整備を適切に実
施しました。【履行状況写真①～⑧】 
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表 1（4） 環境保全措置の履行状況（建設工事中） 

環境項目 環境保全措置の内容 履行状況 

人と自然との
触れ合い活動
の場 

・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路
規格、周辺道路の状況、人と自然との触れ
合い活動の場へのアクセス状況等を踏ま
え、影響が小さくなるよう、計画的な運行
管理を行い、必要に応じて警備員の配置
を行う。 

 
 
 
 
 
 
・工事の効率化・平準化に努め、工事用車両

台数をできる限り削減し、レクリエーシ
ョン利用が多い時期・時間帯に配慮した
施工計画とする。 

 
 
 
 
 
 
 
・工事期間中に生物共生型護岸で観察会等

が行われる場合には、建設機械の稼働や
工事用車両の場内走行について事前に主
催者と調整を行い、利用の安全性を確保
する。 

・工事用車両の走行ルートや時間帯に
ついては、事業計画地の周辺状況や
人と自然との触れ合い活動の場への
アクセス状況等に配慮し、関係機関
と協議を行った上で設定しました。
また、工事用車両を効率的で環境負
荷が小さくなるよう運行するため、
運行管理を計画的かつ適切に行うと
ともに、工事用車両の出入口に誘導
員を常時配置しました。【履行状況写
真⑩、⑪】 

 
・工種の輻輳を避けるとともに、レクリ

エーション利用の多い時期（土日祝、
ゴールデンウィーク、年末年始等）を
避けた施工計画とすることにより、
工事用車両台数の削減、建設機械の
同時稼働や高負荷運転の回避に努め
ました。また工事請負業者は、レクリ
エーション開催時に事業計画地をレ
クリエーション参加者の駐車場とし
て開放するなどの協力をしました。 

 
・工事期間中に生物共生型護岸で観察

会等は実施されませんでした。 

地球環境 
（地球温暖化） 

・使用する建設機械は、可能な限り最新の排
ガス対策型の車種を採用し、適切に点検・
整備を実施する。 

 
 
 
・工事の効率化・平準化により、工事用車両

台数の削減、建設機械の同時稼働や高負
荷運転の回避に努める。 

 
 
 
・工事用車両の走行や建設機械の稼働にあ

たっては、過積載の防止、積み荷の安定
化、制限速度の遵守、空ぶかしの禁止、ア
イドリングストップの遵守等、適切な運
行・施工を指導する。 

 
 
・工事用車両の走行ルートや時間帯は、道路

規格、周辺道路の状況、住居の立地状況等
に配慮し、効率的で環境負荷が小さくな
るよう、計画的な運行管理を行う。 

・使用する建設機械については、可能な
限り最新の排ガス対策型機種の採用
に努めるとともに、点検・整備を適切
に実施しました。【履行状況写真①～
②、⑤～⑧】 

 
・工種の輻輳を避けた施工計画とする

ことにより、工事の効率化・平準化を
図り、工事用車両台数の削減、建設機
械の同時稼働や高負荷運転の回避に
努めました。 

 
・工事請負業者に対して、工事用車両の

走行や建設機械の稼働にあたり、過
積載の防止、積み荷の安定化、空ぶか
しの禁止、アイドリングストップの
遵守等、適切に運行・施工するよう指
導しました。 

 
・工事用車両の走行ルートや時間帯に

ついては、事業計画地の周辺状況に
配慮し、関係機関と協議を行った上
で設定しました。また、工事用車両を
効率的で環境負荷が小さくなるよう
に運行するため、運行管理を計画的
かつ適切に行いました。 
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表 1（5） 環境保全措置の履行状況（建設工事中） 

環境項目 環境保全措置の内容 履行状況 

廃棄物等 ・「建設工事に係る資源の再資源化等に関す
る法律」等の関係法令に基づき、発生抑
制・減量化・リサイクルについて適切な措
置を講じる。 

 
・掘削土は、可能な限り場内の埋戻し土とし

て利用し、建設発生土の発生抑制を図る。 
 
 
 
 
・施設は、可能な限りリース品等を活用し、

廃棄物の発生抑制を図る。 
 
・掘削時に埋設廃棄物が存在した場合は、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
等に基づき、適正に処分する。 

 
・最新の「建設リサイクル推進計画」（国土

交通省）が掲げる再資源化率等の目標を
達成するように努める。 

・関係法令に基づき、廃棄物の発生抑
制・減量化・リサイクルについて適切
な措置を講じました。 

 
 
・掘削土については、可能な限り事業計

画地内の埋戻し土として利用するよ
う努めましたが、一部余剰土砂が発
生したため、関係法令に基づき適切
に処分しました。 

 
・施設（工事作業所等）にはリース品を

活用しました。 
 
・関係法令に基づき、埋設廃棄物を適正

に処分しました。 
 
 
・最新の「建設リサイクル推進計画」（国

土交通省）が掲げる再資源化率等の
目標を概ね達成しました。 

安全（交通） ・工事用車両や施設利用車両の出入口付近
には、誘導員を適宜配置し、交通事故の防
止に努める。 

 
・夜間や休日には工事関係者以外の者が工

事現場に立ち入らないように出入口に施
錠する等の対策を講じる。 

 
 
・工事の効率化・平準化に努め、工事用車両

台数をできる限り削減する。 
 
 
 
・工事用車両の走行に関しては、走行ルート

や制限速度の遵守等、適切な運行を指導
する。 

・工事用車両の出入口付近に誘導員を
常時配置し、安全管理に努めました。
【履行状況写真⑩、⑪】 

 
・工事作業時間帯以外に工事関係者以

外の者が工事現場に立ち入らないよ
う、出入口に施錠していました。【履
行状況写真⑫】 

 
・工種の輻輳を避けた施工計画とする

ことにより、工事の効率化・平準化を
図り、工事用車両台数の削減等に努
めました。 

 
・工事請負業者に対して、走行ルートや

道路交通法等を遵守するよう指導し
ました。 
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【履行状況写真：工事中における環境保全措置実施状況】 

  
①排ガス対策型重機使用 ②排ガス対策型重機使用 

  
③低騒音型重機使用 ④低騒音型重機使用 

  
⑤排ガス対策・低騒音・低燃費型機械使用状況 ⑥排ガス対策・低騒音・低燃費型機械使用状況 

  
⑦排ガス対策・低騒音・低燃費型機械使用状況 ⑧排ガス対策・低騒音・低燃費型機械使用状況 
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【履行状況写真：工事中における環境保全措置実施状況】 

  
⑨散水状況 ⑩工事用車両の誘導状況 

  
⑪誘導員の設置状況 ⑫施錠状況 
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別紙２ 市長意見等（準備審査書）に対する事業者の見解及び履行状況 

 

「堺市環境影響評価条例」（平成 18 年堺市条例第 78 号）第 32 条第１項によって述べられた準

備審査書における意見、及びそれに対する当協会の見解、並びにその履行状況は、表 2（1）～（3）

の通りである。 

 

表 2（1） 市長意見等（準備審査書）に対する事業者の見解及び履行状況 

市長意見等 事業者の見解 履行状況 

１．全般的事項 

(1)事業計画地周辺の交通

量の現状を把握するため、

改めて交通量調査を実施

し、施設利用車両及び工事

用車両の走行ルートについ

て、交通容量等の面で問題

がないことが確認された場

合は、三宝 IC 南側の臨港道

路を経由するだけでなく、

三宝ICを左折する北回りの

ルートの採用も検討するこ

と。 

当初は事業計画地まで最

短となる三宝 IC を直進す

るルート（南回りルート）を

主要ルートとしていました

が、交通量の平準化の観点

から、三宝 IC を左折するル

ート（北回りルート）の採用

を検討します。改めて現況

の交通状況を把握するた

め、令和 5 年 12 月 17 日、

19 日に交通量調査を実施

しました。今後、交通容量等

の確認を行い、北回りルー

トと南回りルートの適切な

分担について、関係機関と

協議のうえ、検討してまい

ります。 

施設利用車両の走行ルートにつ

いては、まず、交通容量面での検討

を行うため、大阪府域の渋滞状況を

把握し、渋滞対策を推進している

「大阪地区渋滞対策協議会」の中

に、「大阪・関西万博関連交通対策

検討部会」を設け、令和６年３月 22

日に関係機関とともに検討に着手

しました。 

 

令和６年７月９日開催の第２回

部会において、交通容量面から、走

行ルートについては次の方向性で

合意が得られました。 

 

・自家用車は、来場方向、退場方

向とも北ルートへの誘導が望まし

い。 

・Ｐ＆Ｒシャトルバスは、来場方

向は南ルート、退場方向は北ルート

で運行することが、一般交通への影

響低減につながり、望ましい。 

 

合意された方向性について、地元

関係団体に個別に説明したところ、

特に異論はなかったため、走行ルー

トについては、上述の方向性のルー

トを採用することとしました。 

 

工事用車両の走行ルートについ

ては、堺市や地元関係団体等と令和

６年３月に協議を行い、一般交通へ

の影響が低減できるよう、来場方

向、退場方向とも北回りルートを採

用することにしました。 
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表 2（2） 市長意見等（準備審査書）に対する事業者の見解及び履行状況 

市長意見等 事業者の見解 履行状況 

(2)駐車場の運用方針等と

合わせて、環境配慮の方針

について検討を行い、例え

ばパークアンドライドバス

に関しては、準備書で示し

た内容に加えて、エコドラ

イブの履行や駐車場の予約

状況と連動した効率的な運

行など、評価書において、よ

り幅広く具体的な内容を環

境保全措置として示すよう

努めること。 

準備書に示した内容に加

えて、Ｐ＆Ｒ シャトルバス

に関しては国の認定を受け

た低排出ガス車の採用や、

加速・減速の少ない運転等

エコドライブの励行、回送

の少ない効率的な運行な

ど、また、来場車両に関して

は最寄りの阪神高速出口の

利用を推奨し、推奨出口を

利用した来場者の駐車料金

を相対的に引き下げる等の

インセンティブや、入庫時

間予約により予約枠を道路

交通容量以下に抑えたもの

にするなど、現時点におけ

る検討の進捗状況を記載し

ています。 

 

 

 

 

 

 

Ｐ＆Ｒシャトルバスに関する環

境保全措置については、以下の環境

保全措置を講じるよう委託先と調

整しているところです。 

 

・国の認定を受けた低排ガス車の

採用 

 ・加速・減速の少ない運転など運

転手へのエコドライブの励行 

 ・回送の少ない効率的な運行 

 ・復路の利用時間調査アンケート

を活用した需要に合わせた運行ダ

イヤの変更 

 

 来場車両に関する環境保全措置

については、2025 年日本国際博覧会

来場者輸送対策協議会が令和６年

12 月に策定した「大阪・関西万博 

来場者輸送具体方針（アクションプ

ラン） 第５版（最終版）」に基づ

き、以下の対策を講じているところ

です。 

 

 ・阪神高速の指定出口を利用しな

い場合（一般道で来場）は料金を別

途加算する等、万博Ｐ＆Ｒ利用料金

にダイナミックプライシングを導

入 

 ・万博Ｐ＆Ｒ駐車場を事前予約制

として運用（事前に日時及び乗車人

数の予約並びに料金決済が必要） 

 ・万博Ｐ＆Ｒ駐車場の道路交通容

量に応じた予約枠の設定 

 

 

(3)今後の検討により、万博

会場までの船舶輸送の実現

可能性が高まった場合は、

必要に応じて、船舶輸送に

関係する環境要素について

も環境影響評価を行うこ

と。 

 

事業計画地から万博会場

までの船舶輸送の可能性は

極めて低いことから、評価

書では船舶輸送に関する環

境影響評価を行っておりま

せん。今後、万博会場までの

船舶輸送の実現可能性が高

まった場合は、貴市と協議

のうえ、適切に対応してま

いります。 

事業計画地から万博会場までの

船舶輸送の計画はありません。 
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表 2（3） 市長意見等（準備審査書）に対する事業者の見解及び履行状況 

市長意見等 事業者の見解 履行状況 

２．大気質、騒音、振動、地

球環境（地球温暖化）、安全

（交通） 

事業計画地周辺の道路交

通への影響を低減するた

め、万博会場への来場者数

のピークの平準化や駐車場

予約枠の制限等による万博

交通の需要平準化策を確実

に実施し、交通集中の緩和

を図るよう配慮すること。 

 

事業計画地周辺の道路交

通への影響を低減するた

め、会期前半の料金割引入

場券の販売等による日来場

者数のピークの平準化や、

会場への入場時間予約や駐

車場入庫時間予約等による

時間来場者数のピークの平

準化、来場者が集中する日・

時間における万博Ｐ＆Ｒ駐

車場の利用料金引き上げな

どについて調整を進め、交

通集中の緩和を図ってまい

ります。 

2025 年日本国際博覧会来場者輸

送対策協議会が令和６年 12 月に策

定した「大阪・関西万博 来場者輸

送具体方針（アクションプラン） 

第５版（最終版）」に基づき、交通

集中の緩和を図るため、以下の輸送

平準化対策を講じているところで

す。 

 

・入場券販売において会期前半の

料金割引入場券の販売や入場日予

約等の実施による日来場者数のピ

ークの平準化 

・会場への入場時間予約や駐車場

入庫時間予約等による時間来場者

ピークの平準化 

・万博Ｐ＆Ｒ駐車場の利用料金に

ダイナミックプライシングを導入

することによる来場者数のピーク

の平準化 

・近畿の各府県にて実施される日

帰り教育旅行について、比較的混雑

していない時期に団体バス乗降場

等に優先予約枠を設けること等に

よる来場者のピークの平準化 

 

 

 

３．陸域生態系 

移動性が低い昆虫類の重

要種であるツシマヒメサビ

キコリ、ジュウサンホシテ

ントウが事業計画地内で確

認されていることから、昆

虫類の専門家の助言を受け

て、工事着手前に改めて現

地調査を実施し、これらの

種が確認された場合は、捕

獲された個体を場外で生息

が確認された場所へ移動さ

せる等の対策を検討するこ

と。 

 

 

 

昆虫類の専門家の助言を

踏まえ、工事着手直前に現

地調査を行い、これらの種

が確認された場合は、生息

が確認されている隣接地へ

移動させる予定です。また、

第 1 駐車場の事業計画地に

ついては、未利用個所の草

地環境を保全する予定で

す。 

 

工事着手前に改めて現地調査を

実施したところ、事業計画地内でツ

シマヒメサビキコリを 10 匹、ジュ

ウサンホシテントウを１匹捕獲し、

これらを場外へ移動させました。ま

た、第 1 駐車場の事業計画地につい

ては、未利用箇所の草地環境を保全

することとしました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本書で使用している地形図・航空写真は、別途出典を記載しているものを除

き、国土地理院の電子地形図又は基盤地図情報を使用したものである。 

なお、令和元年 12 月 10 日に測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 29 条が

改正され、国土地理院地図の利用に係る申請要件が緩和されたため、「国土地

理院コンテンツ利用規約」に基づき出典の記載をした。 

 


